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○ 和歌山県の産業別最低賃金が改正されました！ 
 
  和歌山県内の産業別最低賃金は、  
  ・鉄鋼業          H30 1２月３０日 から 1時間 ９２１   円  
 ・百貨店・総合スーパー   H30 1２月３０日 から 1時間 ８３０  円 

 注：以下のものについては、産業別最低賃金の適用から除外され和歌山県最低賃金 
  が適用されます。 (1)18 歳未満又は 65 歳以上の者  (2)雇入れ後 6 月未満の者で

あって、技能習得中のもの  (3)清掃又は片付けの業務に主として従事する者 
  なお、上記業種以外は和歌山県最低賃金  1 時間８０３ 円 
 （H30年 10月 1日発効）が適用されます。 
 

○ 年末年始無災害運動 H30.12.15～H31.1.15 
 
 年末年始は慌ただしい中での大掃除や機械設備の保守点検・始動等の作 

業が多くなるなど、通常とは違った非定常作業が多くなります。 
 また、年末年始の休日や納期等の影響による繁忙のため、日頃行っている

確認作業が不十分になったり、怠ったりすることで、ミスや事故が生じる可

能性が高くなる時期でもあります。 
 各事業場におかれましては、作業前点検の実施、作業手順や交通ルールの

遵守、非定常作業における安全確認の徹底、保護具等の点検の実施、転倒災

害への注意、労働者の健康状態の確認など、職場の総点検に全員で取り組む

ことが一層重要となります。 
 このような状況を踏まえ、本年度の年末年始無災害運動は、 
 

「みんなで感謝の総点検 笑顔で迎える 年末年始」 
 

 を標語として展開されます。 
 皆様の職場におかれましても、特に非定常作業の安全対策と交通安全に 

は気をつけて、安全で健康な年末を締めくくり、笑顔で新たな年をスター ト

できるよう、年末年始無災害運動への取組をお願いいたします。 
 また、和歌山労働局では、県内の労働災害が増加していることから、年末

年始無災害運動期間に併せて「年末年始無災害運動 和歌山」を展開し、建設

業等の災害多発業種に対する監督指導や事業者団体への啓発活動を集中的に

実施してまいります。 

 



○  労働災害の発生状況について（11月末集計） 
 
 和歌山労働局では、平成３０年は第１３次労働災害防止計画（５か年計 

画）の初年として、労働災害防止に取り組んできましたが、残念ながら１１

月末集計（速報）で、県内の労働災害（休業４日以上の死傷災害）は、 
９３０件発生しており、対前年同期比で＋３７件（＋４．１％）の増加とい

う、たいへん厳しい状況となっております。 
また、死亡災害についても県内で６件発生しており、これは対前年同期と

同数ですが、このうち３件が台風２１号に関連して発生しているのが特徴と

なっております。台風通過時の被災が１件、復旧作業に関連する被災が２件

となっていますが、復旧作業に係る高所作業などは今後も継続して行われる

ものと思いますので、墜落防止等の安全対策を確実にとった上で作業を行っ

ていただきますようお願いします。 
なお、田辺労働基準監督署管内の労働災害については、１１月末集計（速 

報）で１６２件で、対前年同期比で－７件となっており、昨年から僅かに減

少している状況です。 
 

○  働き方改革関連法の施行に関する動きについて 
 
 働き方改革関連法に関連して、年５日間の年次有給休暇の取得が事業主 

に義務づけられた事項について、新たに以下の解釈が示されましたので説 

明させていただきます。 
 
 １ 事業主が時期を指定して与える年５日間の年次有給休暇は、それが当 

 年度付与分（発生分）であるか、前年度繰越分であるかは問わないとす  

る解釈が示されました。 
 
 ２ 年５日間の年次有給休暇の取得が事業主に義務づけられるのは、年次 

 有給休暇の日数が「１０日以上」である労働者が対象となりますが、  

 この「１０日以上」は、当年度付与分（発生分）のみで判断し、前年度 

 繰越分は含まれないとする解釈が示されました。 
このことから、いわゆるパートタイム労働者の比例付与（週所定労働 



 日数が４日以下かつ週所定労働時間が３０時間未満の労働者）の対象者 

 で、当年度付与分（発生分）のみで１０日以上発生しない場合は、対象 

 とはなりませんし、全労働日の８割以上出勤しなかったために当年度付 

 与分が発生しない労働者についても、繰越分が１０日以上あっても対象 

 とはなりません。 
 

○ 新年のあいさつ 
 
 新年明けましておめでとうございます。 
 今年は、平成が終わり新しい元号が始まる節目の年でありますが、「働き方

改革の推進」につきましても、労働基準法等の関連法案の改正が施行され、い

よいよ本格的な改革が始まる重要な年でもあります。 
 また、労働災害につきましては、全体として顕著な減少傾向は見られなくな

り、毎年増減を繰り返している状況で、今まで以上に、継続的かつ効果的な手

法を工夫して充実した安全衛生活動に取り組んでいくことが重要であります。 
 田辺労働基準監督署としては、これらの課題に職員一同精一杯取り組む所存

でありますので、皆様方におれましても、引き続き当署の業務運営に御協力賜

りますようお願い申し上げます。 
 皆様方の益々の御発展と御清祥を心より祈念いたしまして、新年の御挨拶と

させていただきます。 
  

平成三十一年 元旦    田辺労働基準監督署長 
 

 田辺労働基準監督署 
 〒646-8511 

  田辺市明洋二丁目24番 1号 
   TEL：0739-22-4694 
   FAX：0739-22-3342 
 
  管轄：田辺市、西牟婁郡、 
     日高郡のうち みなべ町 
  窓口 AM8:30～PM5:15 
  （休日 土日祝祭日、年末年始） 
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○ 管内の労働災害発生状況について（速報） 
 
 田辺労働基準監督署管内では、平成30年の１年間において、１月末集計

の速報値ではありますが、休業４日以上の労働災害が178件発生していま

す（労働者死傷病報告による）。例年４月当初に確定値となりますが、労働

者死傷病報告の提出状況によって、速報値から若干増加することも想定され

ますが、前年同期の速報値199件と比較して、21件（10.5％）の減少と

なっています。 
 田辺労働基準監督署管内の労働災害は、平成２８年、２９年と２年連続で

増加する残念な結果となっていましたが、平成30年については減少に転じ

ることが予想される状況となっています。 
 災害件数が多かった業種の状況は、以下のとおりです。 
  食料品製造業（２４件、前年比0）、建設業（２5件、前年比－2）、 

林業（18件、前年比－6）、農業（１2件、前年比－5）、 

小売業（12件、前年比＋2）、社会福祉施設（16件、前年比－4）、 

旅館業（１1件、前年比－3） 

 地場産業を背景として従来から災害が多く発生していた食料品製造業な

どの件数は、災害の減少が鈍化し高止まりの状態となっていますし、就労人

口が増加している三次産業の災害の占める割合が増加する傾向が続いてい

ます。 
 和歌山県全体の件数では、１月末速報値で１０84件となっており、前年

同期の速報値1078 件と比較して、6件増加している状況で、第 13次労

働災害防止計画の目標達成に向けて、初年の平成30年は、前年比3％以上

減少させることを目標としてきましたが、厳しい状況となっています。 
 また、死亡災害については、和歌山県全体では１月末速報値で昨年 6 件

発生しており、前年平成２9 年の 9 件から大きく減少し、田辺労働基準監

督署の管内においても前年平成 29 年の４件から昨年は 1 件に減少してい

ます。 

田辺労働基準監督署管内で発生した 1 件を含めて、昨年県内で発生した

死亡災害6件中の3件が、復旧作業等の台風に関連する原因であるのが特

徴となっています。 

 
 



○  ３６協定の適正な締結と改正労働基準法の施行について 
 
 ご存じのことと思いますが、労働基準法で決められた労働時間は、休憩

時間を除いて１日８時間、１週４０時間が原則です。 
 それを超えて労働者に時間外労働を行わせる場合には、事業場ごとに（会

社単位ではありません）、その事業場の労働者代表と労使協定（36協定）

によって時間外労働の限度を決めて、所定の様式で管轄の労働基準監督署

へ届け出る必要があります。 
 労使協定には有効期間がありますので、有効期間が経過すると無効とな

ります。時間外労働の管理を年度に会わせた１年間で行っている事業場が

多いと思いますので、３月末までの有効期間となっている場合は、有効期

間が終了する前に、各事業場における繁忙の状況等を十分検討していただ

いて、引き続き労働者に時間外労働を行わせることが予想されるのであれ

ば、次の期間の労使協定を締結して、労働基準監督署へ届出を行っていた

だきますようお願いします。 

 

 時間外労働の上限を規制した改正労働基準法が本年4月1日に施行され

ることから、36協定の様式や協定する事項が変更となります。 

 変更となった様式や協定事項が適用されるのは、本年4月1日以後の期

間のみを有効期間と定めた36協定となりますが、中小企業については、

適用が１年間猶予されますので、来年4月1日以後の期間のみを有効期間

と定めた36協定から適用となります。 

 また、36協定の新様式は、限度時間（月45時間、年360時間）を超

えない場合の様式 9 号と超える場合の特別条項付きの様式 9 号の 2 の 2

種類があり、限度時間を超える場合の様式9号の2は、限度時間を超えな

い場合の様式9号とセットでの届け出る必要があります。 

 時間外労働の上限の規制や36協定の新様式と協定する事項の詳細につ

いては、別添のリーフレットを参照願います。 

 なお、改正労働基準法による時間外労働の上限の規制は、新技術・新商

品等の研究開発業務は適用が除外され、自動車運転の業務、建設事業、医

師等の事業・業務については、改正法の施行後の5年間は適用が猶予され

ます。 

適用が除外または猶予される事業・業務については、旧様式を用いて届 



出を行っていただきますが、新様式による届出でも差し支えありません。 

 36 協定の様式は、「労働基準関係主要様式」で検索していただくと、

厚生労働省の「主要様式ダウンロードコーナー厚生労働省」が表示されま

すので選択していただきますと現行の様式等のダウンロード可能です。 

新様式は、同ダウンロードコーナーの上部に「2019（平 31）年 4月

より施行される改正労働基準法における時間外・休日労働に関する協定届

の様式」のバナーをクリックしていただきますとリンクされています。 

   

○  次年度もよろしくお願いします。 
 
今年度もあとわずかとなりました。 
次年度に向けて職員の異動もありますが、労働者の安全と健康の確保、

働き方改革の推進等の行政課題に取り組むことで、魅力ある職場環境の実

現、紀南地域の発展に貢献していきたいと考えおりますので、引き続きよ

ろしくお願いします。 
 

 

 田辺労働基準監督署 
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中小企業・小規模事業者の皆様へ vol.1



平成30年の労働災害発生状況は、前年よりも23件減少し182件でした。食

料品製造業が製造業全体の約65％を占めて発生件数も横ばいと、農林水産業
のうち林業では13件（前年比△4件）、農業では18件（△7件）と大幅に減少
しています。建設業全体では減少していますが、建築工事は前年よりも2件
増加して20件でした。第三次産業における発生件数は当署全体の約４割を占
めており、保健衛生業で19件（△４件）、接客娯楽業で22件（△1件）と減
少していますが、その他の事業では5件増の11件でした。

【和歌山労働局の重点施策】

第1 「働き方改革」による労働環境の整備・生産性の向上

第2 人材確保支援や多様な人材の活躍促進、人材投資の強化

平成31年度 和歌山労働局のとりくみ

労働基準監督署では、

 過重労働解消に向けた取組、基本的労働条件の確立や賃金不払い残業の防
止、自動車運転者・技能実習生・介護労働者等特定分野における法定労働
条件の履行確保、最低賃金の履行確保と支援策を含めた周知など

 第13次労働災害防止計画に基づき、労働災害が増加傾向にある建設業、農
業、保健衛生業、小売業の特性に応じた労働災害防止対策、転倒災害・交
通労働災害防止の徹底、ストレスチェック制度の継続的な実施、治療と仕
事の両立支援、熱中症対策、化学物質対策など

 迅速・適正な労働災害補償業務の徹底、労働保険の適正徴収・適用促進な
ど

について、取り組んでまいりますので、引き続きよろしくお願いいたします。

平成30年 労働災害発生状況

田辺労働基準監督署管内 労働災害発生状況
平成29年 平成30年 （％）

製造業 41 37 -4 （ -10.8% ）
建設業 28 25 -3 （ -12.0% ）

運輸交通業 13 11 -2 （ -18.2% ）
農林水業 44 33 -11 （ -33.3% ）

商業 12 14 2 （ 14.3% ）
金融広告業 0 1 1 （ 100.0% ）

通信業 6 1 -5 （ -500.0% ）
保健衛生業 23 19 -4 （ -21.1% ）
接客娯楽業 23 22 -1 （ -4.5% ）
清掃・と畜 9 8 -1 （ -12.5% ）

その他の事業 6 11 5 （ 45.5% ）

前年比



「働き方改革関連法」が本格的にスタートしました！

中小企業・小規模事業者の皆様へ vol.1

相談無料！
専門家も派遣！

「働き方改革関連法」に関する取組方法、業務改善助成金、時間外労働等助成金など
「働き方改革」の取組を推進するための各種支援策（助成金等）の活用など、様々な
ご相談に応じます！



STOP！熱中症
「クールワークキャンペーン」のお知らせ

労働保険年度更新のお知らせ

受付月日 受付時間 受付会場 会場所在地 電話番号

7月 4日（木） 10時～15時 白浜商工会
西牟婁郡白浜町
3031-100

0739-42-4686

7月 8日（月） 10時～15時
田辺市民総合センター
（２Ｆ青少年ホール）

田辺市高雄
1-23-1

0739-26-4900

7月 9日（火） 10時～15時
田辺市民総合センター
（２Ｆ青少年ホール）

田辺市高雄
1-23-1

0739-26-4900

 6月3日～7月10日（8時30分～17時15分）は、監督署窓口で随時受付を行
います。

 受付期間後半は混雑が予想されますので、早めの手続きをお願いします。
 田辺署管内における集合受付は以下のとおりです。

平成30年、和歌山労働局では、熱中症により4日以上仕事を休んだ人は10人
で、7月・8月に集中して発生しています。業種別では、運輸業で２人、建設
業・農林水産業・接客娯楽業で各１人、その他の業種で5人となっていますが、
特に、警備業では4人が発症しています。
準備期間（4月）に防止対策のための作業計画の検討や暑さ指数計（WBGT

値）の準備などを行い、キャンペーン期間中に確実な取組をお願いいたします。
また、7月は「重点取組期間」となりますので、必要に応じて対策を行いましょ
う。詳しくは次号でお知らせいたします。

新年度の御挨拶
4月から「働き方改革関連法」がスタートし、各企業におかれましては、改正法公布以降、施行に
向けた準備を進めていただいておりますこと、感謝申し上げます。また、毎勤統計問題に端を発する
労災保険追加給付に関しましては、ご心配をおかけいたしましたこと、お詫び申し上げます。
5月からは新元号「令和」となります。この元号には「梅の花のように、日本人が明日への希望を
咲かせる国でありますように」との思いが込められていると伝えられております。ここ田辺の地はまさに
「梅の花」が咲き誇る地域であります。新たな時代を迎えて、管内の企業及び労働者の皆様の希望
が花開くよう、職員一同、「働き方改革」の更なる周知や労働環境の整備に加えて、労働災害防
止に向けた取組や労災保険の適正給付について、引き続き努めてまいりますので、本年度もよろし
くお願い申し上げます。
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● 令和元年度 和歌山労働局長 安全衛生表

彰者について
● 学生アルバイトの労働条件の確保について

● 小売業向けの労務管理セミナーを開催しま
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7月1日から7日は全国安全週間です！

田辺労働基準監督署管内 労働災害発生状況

第92回 全国安全週間
期間 令和元年7月1日（月）～7日（日）
（準備期間：令和元年6月1日（土）～30日（日））

【スローガン】 新たな時代に ＰＤＣＡ
みんなで築こう ゼロ災職場

「第13次労働災害防止計画」が平成30年に策定され、和歌山労働局で
は、令和元年は休業4日以上の死傷者数を前年比5.6％以上減少させるこ
とを目標としております。
当署においても、特に災害発生件数の割合が高い食料品製造業、建設

業、農林業に加えて、商業・保健衛生業・接客娯楽業などの第三次産業
に対して、集団指導、個別指導などを行い、労働災害の防止に取り組ん
でいます。
さて、本年の労働災害発生状況（5月速報値）を見ますと（下表）、

休業4日以上の災害は、全産業では前年とほぼ同数ですが、製造業、第
三次産業では減少傾向にあるものの、建設業、運輸交通業、農林業では
増加しており、目標達成のためには、増加傾向にある業種に対して労働
災害防止に係る周知啓発を重点的に行っていくことが必要と考えます。
企業の皆様におかれましても、この安全週間を機会に、今一度、年間

の安全衛生計画の策定や作業マニュアルの点検整備、安全衛生活動の活
性化のためのご検討を実施いただきたいと思います。
その際は、本年の全国安全週間のスローガンでもあるＰＤＣＡサイク

ル「計画（Plan）ｰ実施（Do）ｰ評価（Check）ｰ改善（Act）という一連
の過程」を活用していただき、自主的な安全衛生管理をより一層推進す
るとともに、労働災害の減少にご協力を賜りますよう、お願い申し上げ
ます。

平成３０年５月（累計） 令和元年５月度（累計） 前年比 （％）

製造業 17 8 -9 （ -52.9% ）

建設業 7 11 4 （ 57.1% ）

運輸交通業 2 5 3 （ 150.0% ）

農林水産業 8 13 5 （ 62.5% ）

商業 3 3 0 （ 0.0% ）

金融広告業 0 0 0 （ 0.0% ）

通信業 0 0 0 （ 0.0% ）

保健衛生業 4 4 0 （ 0.0% ）

接客娯楽業 5 6 1 （ 20.0% ）

清掃・と畜 5 2 -3 （ -60.0% ）

その他の事業 3 1 -2 （ -66.7% ）

合計 54 53 -1 （ -1.9% ）



7月は熱中症予防 重点取組期間です！

暑さが本格的になってきますが、まだまだ身体が暑さに慣れていないこの
時期、しっかりと予防対策を講じましょう！

暑さ指数（ＷＢＧＴ値）とは？ 気温とともに湿度にも注意！

ＷＢＧＴ値の把握方法 こんなところからも確認できます

暑さ指数を

把握しましょう

人体の熱収支に与える影響の大きい
①湿度、②日射・輻射などの熱環境、
③気温の3つを取り入れた指数です。

28℃を超えると危
険度が高まります。
湿度にも注意が必

要です。

ＪＩＳ規格に適合した
暑さ指数計で測りましょ
う。

環境省熱中症予防情報サ
イトでも、地域の暑さ指数

等 や熱中症予防に関する情報
を発信しています。

Step１

作業環境や作業時間の工夫 熱への順化と水分補給

健康診断結果に基づく措置 日常の健康管理と確認

具体的な対策を

講じましょう

Step２

日陰やｽﾎﾟｯﾄｸｰﾗｰなどの設置、涼し
い服装、作業時間の短縮やこまめな
休憩時間の確保といった工夫をしま
しょう。

暑さに慣れるまでの1週間くらいは、
十分休憩を取りましょう。水分・塩
分の補給も積極的に行

いましょう。

糖尿病・高血圧症・心疾
患・下痢などがあると熱中症にかか
りやすくなるので、人員配置の際は

医師の意見を聞きましょう。

二日酔い・寝不足・朝食の
摂取の有無など、作業前に確認しま
しょう。また、作業員同士の健康状
態の確認も有効です。

Step３

熱中症予防管理者は、暑さ指数を確認し、巡視時には、作業員の状態、
水分・塩分がきちんととれているか、体調に問題はないか、作業の中
止や中断をさせなくてよいか、確認しましょう。

少しでも異常を認めたら、①一旦作

業を離れる、②病院へ運ぶ・ためらわないで
救急車を呼ぶ、③病院へ運ぶまで一人きりに
しない

屋外作業のみならず、屋内作
業でも、通気の悪く湿度がこ
もりやすい場所では、熱中症
の危険がありますので、熱中
症対策を講じましょう！ 熱中症ﾁｪｯｸｶｰﾄﾞを配布していますので、

万一のためにご準備をお願いします！



令和元年度 和歌山労働局長 安全衛生表彰者について

学生アルバイトの労働条件の確保について

令和元年7月1日、和歌山労働局において、地域の安全衛生推進の向上発展
に貢献された事業場・個人について安全衛生表彰を行います。
当署管内では、以下の方が受賞されますので、ご紹介いたします。

早川 正志（はやかわ まさし）氏 （ミナベ化工株式会社 特別顧問）

長年にわたり労働基準協会の安全衛生部会員として活動され、御坊
労働基準監督署及び田辺労働基準監督署管内の事業場の安全衛生推進
の向上発展に献身的に貢献されました。心よりお慶びを申し上げます。

もうすぐ夏休みが始まります。学生アルバイトを雇う事業主、雇

われる学生、保護者の皆様、まずは労働条件を確認しましょう！
【チェック ✓ 】
 最低賃金額以上の時間給か
 税金などの法定控除を除き賃金が全

額支払われているか
 労働条件が書面で明示されているか
 法定の労働時間・休日が確保されて

いるか
 休憩はきちんととれるか
 18歳未満に深夜労働や５メートル以

上の高所作業を行わせていないか

学生アルバイトでも労働基準法など
の法令や労災保険が適用されます！

まずは知りたい！ 困った！どうしよう

労働条件について確認できる
ポータルサイト

確かめよう労働条件／
スタートアップ労働条件
（厚生労働省委託事業）

労働条件相談ほっとラ
イン（厚生労働省委託事業）

０１２０－８１１－６１０
（フリーダイヤル）
※夜間・土日も受け付けています。

労働基準監督署・総合労働相談コーナー以外
の窓口もあります。

中小企業・小規模事業者の皆様へ vol.2

平成31年度業務改善助成金のご案内

助
成
金
の
概
要

事業場内最低賃金を30
円以上引き上げ、設備
投資（機械設備、POS
システム等の導入）を
行った場合に、その費
用の一部を助成します。

例年10月頃に地域最賃が引き上げ
られていますが、その引き上げの
際にも活用可能です。

【活用事例】
 飲食店で食洗機を導入
 大型のパン生地発酵設備・パン焼き

機を導入
 セミセルフPOSシステムを導入 等

全国の事例も紹介
しています。

詳しくは、和歌山労働局雇
用環境・均等室（073-488-
1170)まで

小売業向けの労務管理セミナーを開催します

当署管内の主要産業のひとつである小売業の事業主さま向けに、労働条件の確保や
労働災害のない職場づくりのため、「働き方改革」「労働災害防止」をテーマに、
9月3日（火）にセミナーを開催する予定です。
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 10月1日から7日は全国労働衛生週間です！
 引き続き熱中症予防の取組をお願いいたし
ます！

 第78回 全国産業安全衛生大会のご案内
 労働災害発生状況
 和歌山県最低賃金が改正されます！
 パートタイム・有期雇用労働法セミナーを
開催します
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